用途廃止申請書記入要領

【 提出部数：正副各１部提出 】

１．公共物用途廃止申請書（様式第１号）
　（１）申請者の住所氏名欄

　　・申請書に記載された住所氏名が申請者所在地の登記事項証明書の所有者欄記載の住所、氏名と相違ないか。

　　・申請手続きを代理人が行っている場合は、申請人名義欄の下欄に連絡先を明記すること。（代理人の場合は、委任状等を添付すること。）

　（２）申請地の所在欄

　　・公共物に隣接する申請人所在地の登記事項証明書表題部所在欄の所在地番と相違なく、○○地先と表示すること。

　　・申請地が有地番の場合は、申請地の登記事項証明書の所在地となっており、登記事項証明書も添付すること。（申請地が有地番の土地の一部である場合、分筆後の登記事項証明書を添付すること。）

　（３）公共物の種類、面積欄

　　・道路、水路、土揚敷等により記載すること。
　　・面積は小数点以下第２位まで記載すること。

　（４）申請理由欄

　　・払下げを受けようとする理由を具体的に記入すること。

　　・私有地に介在している公共物の状況等を記入すること。

　　・公共物の現在の機能喪失状況等を具体的に記入すること。

　　・払下げ後の利用計画は、宅地、工場用地、田、畑等具体的に記入すること。

２．占使用状況調査書の記載内容について（様式第１号の２）
　　・占使用者の状況については、申請地に関することを、隣接地については、申請地に隣接する申請者の所有地についても記入。
　　・記載内容が申請書及び添付書類と一致していること。

　　・現地と調査記載内容が一致しているか確認すること。

　　・用途廃止に先立ち市道認定を廃止している場合は、地下埋設物の有無について、詳細な調査結果を別紙にて提出すること。

３．隣接土地所有者の境界及び用途廃止の承諾書の記載内容及び添付書類について（様式第２号）
　（１）承諾内容及び添付書類

　　・用途廃止対象財産に対する承諾となっているか。

　　　（所在地、面積に誤りがないよう確認すること。）

　　・境界及び払下げについても承諾することになっているか。
　　　（実測平面図に境界及び用途廃止をしようとする公共物が明示され「本図境界に異議なく用途廃止について承諾する。」旨が記載されて承諾者が記名押印したもの。）

　　・申請地に線及び点で接する土地の登記事項証明書及び所有者全員の承諾書を添付すること。

　　・登記簿上の名義人が、共有の場合には共有名義人全員の承諾書を添付すること。
　　　（相続関係説明図及び戸籍（除籍）謄本を添付すること。）
　　・登記簿上の名義人が、共有の場合には共有名義人全員の承諾書を添付すること。

　　・承諾書に承諾年月日の記載及び承諾書の実印（印鑑証明を添付）を押印すること。

・承諾書は申請人本人に対するものであること。
・道水路等の反対側の地権者の承諾が得られているか。
４．区長、水利組合及び土地改良区等の承諾書の記載内容及び添付書類について（様式第３号）
　　・承諾書に附帯条件が付いていないか。

　　　（付いている場合、用途廃止することが可能な内容か。）

　　・申請地及び申請人に対する承諾であるか。

　　・承諾書に承諾年月日の記載及び押印がされているか。

　　・承諾書の宛先が太田市長となっているか。

　　・水路の用途廃止には正規水利権者の承諾書を添付すること。

　　・すべての用途廃止に区長承諾書を添付すること。
　　　　　（記載例　：　○○町区長　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　印）

５．申請者が隣接土地について権原を有する事を証する書面の添付について

　　・申請土地（申請人名義の土地）に係わる登記事項証明書を添付すること。

　　・隣接土地が買収地で未登記の場合は売買契約書の写しを添付すること。（契約内容が隣接地に係わるものであり、申請者と隣接地登記事項証明書記載の者との契約となっていること。）

　　・隣接土地の登記名義人が被相続人の場合には、申請人がその土地の相続権者であることを証明する相続関係説明図及び戸籍謄本を添付すること。

　　・隣接土地の登記名義人が共有、未相続等の場合は、それぞれ共有名義人全員、相続権者全員の承諾書を添付すること。

６．申請者の土地が農地転用を伴う場合について






　　・農地転用許可書等の写しを添付すること。

　　・転用地が申請公共物の隣接地となっていること。

７．実測平面図

　　・現況を表示するのに適当なもので、申請箇所を中心にその周辺の地形及び地上物件を表示したもの。

　　・縮尺は１／２５０から１／６００までの間で現況を表示するのに適当なもの。

　　・市、町、地番、土地所有者、申請箇所、申請所在地を図上に明示すること。

　　・認定道路及び法定河川名（準用河川を含む）を記載すること。

　　・申請箇所が認定道路又は法定河川に接している場合は、その境界（朱線）及び境界杭の位置を記載すること。
　　・公共物の官民境界（朱線）、境界杭の位置、代替施設等の位置を記載すること。

　　・水路について流水方向を矢印で明示すること。

・測量年月日及び測量者の住所、資格（職）、氏名、印、電話番号等を記載すること。

８．横断面図

　　・地形の変化に応じて作成すること。

　　・申請箇所、官民境界、境界杭の位置を記載すること。

・測量年月日及び測量者の住所、資格（職）、氏名、印、電話番号等を記載すること。
９．求積図

　　・実測による縮尺１／２５０～１／６００でかつ座標により求積した数値を記入した図面とする。
　　・方位、面積計算法、検測者の住所、資格（職）、氏名、印等を記載すること。

　　・求積上の単位は、長さ「メートル」、面積「平方メートル」にて記載すること。

・登記可能な面積ごとに小数点以下第２位まで算出すること。また、同種類であって
　も２筆以上ある場合には、筆ごとに求積すること。（複数ある場合は種類ごとに合計
　すること。）

１０．写真

　　・写真上に公共物の位置、形状を表示すること。

１１．位置図

　　・用途廃止の位置を把握できるものとする。

　　・申請箇所を朱色で表示すること。

　　・縮尺は１／２５０００～１／５００００のもので方位を表示すること。
１２．案内図

　　・用途廃止の位置を把握できるものとする。

　　・申請箇所を朱色で表示すること。

　　・縮尺は１／２５００程度のもので方位を表示すること。

１３．公図

　　・転写法務局、転写年月日、及び転写をした者の住所、職、氏名、電話番号を記載し押印すること。

　　・方位、縮尺、公図所在地の町名まで表示すること。

　　・転写した範囲内の道水路等の公共物はすべて公図のとおり着色すること。

　　・認定道路及び法定河川名については、その名称を記載すること。
　　・用途廃止区域、隣接区域、付近道水路等の状況が把握できる範囲で公図転写すること。（用途廃止について判断をするのに必要な範囲）
　　・申請人が隣接して数筆を所有する場合の公図転写範囲については、申請箇所を含んで一体利用できる申請人所有地すべてが転写され、申請人所有地を朱線で囲み表示すること。

　　・申請箇所が２以上の町にまたがっている場合の公図転写については町ごとに離して転写すること。
　　・隣接地等関係部分の地番、地目及び地積並びに所有者名を記載すること。

　　・申請箇所を朱色で表示すること。

・申請箇所の形状が、平面図及び求積図と一致していること。

１４．境界確定書の写し
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